
第１回実証研究連絡会 

 

 

 
 
 

日時 令和５年６月７日（水） 
１３：３０～１５：００ 

会場 県立図書館サークル活動室 
 
 

会 議 次 第 
 

１ 開  会 
 

      ２ 挨  拶 
 
      ３ 委員紹介（自己紹介）         （13:36～13:40） 
 

４ 事業説明等              （13:40～13:55） 
 
５ 協議・報告 
（１）４市町からの状況報告について    （13:55～14:40） 

    【学校部活動の地域移行等向けた実証研究】 
     ○玉野市 

   ○備前市 
   〇早島町 
   〇和気町 
 

（２）地域移行支援アドバイザーについて  （14:40～14:55） 
 
６ そ の 他               （14:55～14:58） 

 
７ 閉  会 



                          実証研究連絡会設置要綱 

                                         

 （目的） 

第１条 モデル校（自治体）における「学校部活動の地域移行等に向けた実証事業」等に取 

組み、全県的に波及可能な好事例となる体制構築に向けて、情報共有等を行うため、実証 

研究連絡会（以下「連絡会」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 連絡会は、前条の目的を達成するため、次の事項を協議する。 

（１）学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行の在り方に関すること 

（２）関係機関との連携に関すること 

（３）前２項のほか、第１条の目的を達成するため、必要とされる事項に関すること 

 

 （委員） 

第３条  連絡会は、２０名以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次の中から教育長が委嘱する。 

（１）学識経験者        

（２）中学校長会              

（３）中学校体育連盟         

（４）スポーツ団体    

（５）中学校文化連盟       

（６）文化団体                                

（７）関係市町村行政職員             

 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から令和６年３月８日までとする。 

２ 委員に欠員が生じた場合、必要に応じて代わる委員を選出することとし、補欠の委員の

任期は、前任者の在任期間とする。 

 

 （委員長） 

第５条 連絡会に委員長を置き、委員の互選により、これを定める。 

２ 委員長は、連絡会を代表し、会議を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理す 

る。 
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 （会議） 

第６条 連絡会は、年３回程度開催する。 

２ 会議では、必要に応じ関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

 

 （部会） 

第７条 連絡会には、必要に応じ部会を設置することができる。 

 

 （庶務） 

第８条  連絡会の庶務は、岡山県教育庁保健体育課及び生涯学習課において処理する。 

      

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、連絡会の運営に関し必要な事項は別に定める。 

 

      附  則  

 この要綱は、令和５年５月１６日から施行する。  
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実証研究連絡会委員
任期R6.3.8まで(敬称略）

氏　名 職 名 等 備 考

1 髙岡　敦史 岡山大学大学院教育学研究科准教授

2 寶藏　光辰 玉野市教育委員会社会教育課　課長

3 土田　健太 玉野市教育委員会社会教育課　主幹

4 東田　隆哉 備前市教育振興部小中一貫教育課　主査

5 山本　敏博 備前市文化スポーツ部地域移行課　課長

6 吉見　一成 早島町教育委員会　生涯学習課　課長

7 赤堀　恵一 早島町教育委員会　学校教育課　係長

8 大河原崇視 和気町教育委員会　学校教育課　課長代理

9 石野　和紀 和気町教育委員会　学校教育課　主事

10 小島　  亨 岡山県中学校長会　副会長

11 那須　拓孝 岡山県中学校体育連盟　会長

12 山江　健太 公益財団法人岡山県スポーツ協会　主事

13 國富　聖子 岡山県中学校文化連盟　会長

14 小原　敏彦 岡山県中学校吹奏楽連盟　会長

15 中西　  健 岡山県文化連盟　事務局長

（事務局）

1 片岡　敏行 岡山県教育庁保健体育課長

2 神田　尚美 岡山県教育庁保健体育課副課長

3 山下　丈晴 　　　　　〃　　　　　総括副参事

4 𠮷山　隆志 　　　　　〃　　　　　指導主事（主幹）

5 宮崎　准二 　　　　　〃　　　　　指導主事（主幹）

6 滝澤　幸隆 岡山県教育庁生涯学習課長

岡山県環境文化部スポーツ振興課主任

7 國分　優子 岡山県教育庁生涯学習課総括副参事

8 石川　雄大 　　　　　〃　　　社会教育主事（主任）

11 岸本　真治 岡山県環境文化部文化振興課総括参事

9 緒方　清美 岡山県環境文化部スポーツ振興課総括参事

10 川藤　圭一
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玉野市教育委員会社会教育課　課長補佐

玉野市教育委員会社会教育課　主幹

 　　　　　　　      

備前市文化スポーツ部地域移行課　副参事

 　　　　　　　      

備前市文化スポーツ部地域移行課　課長

　

早島町教育委員会生涯学習課　課長

早島町教育委員会学校教育課　係長

和気町教育委員会学校教育課　課長代理

和気町教育委員会社会教育課　課長補佐

○

○ ○ ○ ○

○
○

○ ○ ○

○
○

○ ○ ○ ○
県立倉敷天城中学校 県立岡山大安寺中等教育学校

○

○

○

第１回実証研究連絡会　座席表

髙岡　敦史

サークル活動室１・２

○

○

○
岡山大学大学院教育学研究科　准教授

公益財団法人岡山県スポーツ協会　主事

土田　健太

井上　宗男（代理）

岡田　真理（代理）

岡山県中学校長会　副会長

小島　　亨

山江　健太

○

○

○

県教育庁保健体育課

課長 副課長

○

○

○

○

○

吉見　一成

赤堀　恵一

大河原　崇視

日笠　将吾（代理）

山本　敏博

県中学校体育連盟　会長

　那須　拓孝

岡山県文化連盟　事務局長

岡山県中学校吹奏楽連盟　会長

小原　敏彦

県中学校文化連盟　会長

國富　聖子

○

中西　　健

滝澤 幸隆

課長

○

総括副参事

國分 優子

県教育庁生涯学習課課

𠮷山　隆志

県立岡山操山中学校 県立津山中学校

岸本　真治 緒方　清美

片岡 敏行 神田　尚美

県教育庁保健体育課

指導主事（主幹）

県環境文化部文化振興課

総括参事

県環境文化部スポーツ振興課

総括参事

入

口

入

口
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【事業説明①】 
 

学校部活動の地域連携・地域移行について 
 
 
１ 背 景 

■これまでと同様の部活動（学校単位、教師が指導を担う等）の維持・継続が困難 

   →子どもたちがスポーツ・文化活動に親しむ機会が大きく減少 

 

２ 国の動き・方針 

  令和２年９月 ＜スポーツ庁・文化庁 事務連絡＞ 

   ○少子化の進行と学校の働き方改革等を踏まえ、令和５年度以降、中学校の休日の部活動の段階的な 

    地域移行を図るとともに、休日の部活動の指導を望まない教師が部活動に従事しないこととする。 

  令和４年６月（運動部）、８月（文化部） ＜部活動の地域移行に関する検討会議 提言＞ 

   ○少子化の中でも、将来にわたり我が国の子供たちがスポーツ・文化芸術等に継続して親しむことが 

できる機会を確保する。 

   ○目標時期については、（中略）令和７年度末を目途とすることが考えられる。 

令和４年12月 ＜学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン＞ 

   ○休日部活動の地域移行 → 休日の学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行 

   ○令和５年度から令和７年度を「改革集中期間」とする。→「改革推進期間」 

   ○地域連携・地域移行に取り組みつつ、地域の実情に応じて可能な限り早期の地域移行の実現を目指

す。 
 

３ 岡山県教委のこれまでの動き 

  平成30年～ 

   ○中学校における部活動指導員の配置 

  令和３・４年度 

   ○国の実践研究事業の実施 

   ○地域移行に係る諸会議の開催 

  令和４年度 

   ○地域移行説明会の開催 

   ○地域移行支援コーディネーターの派遣 
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４ 課 題 

令和４年度までで明らかになった主な課題 

 

５ 県の今後の方向性 

 地域や学校の実情に応じて、できるところから休日の部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行を 

推進する。 

 主な課題 内 容 等 

１ 関係者の理解 ・「学校部活動の地域移行」についての理解 

市町村、学校、生徒、保護者、関係団体（スポーツ少年団、総合型地域

スポーツクラブ等）、スポーツ推進委員等の関係者との共通理解 

・各市町村における地域スポーツ・文化担当部署と教育委員会等との連携 

２ 実施主体の確保 ・地域における新たなスポーツ・文化芸術環境の整備充実 

[実施主体(受け皿)となり得る地域におけるスポーツ団体等] 

スポーツ少年団、総合型地域スポーツクラブ、 

競技団体に登録しているチーム、文化芸術団体、 

新たな団体の設立、企業や大学との連携 など 

３ 指導者の質の保障、 

量の確保 

・地域におけるスポーツ・文化芸術活動の指導者の確保 

・指導者研修（体罰、ハラスメント等の根絶）の実施 

・指導を希望する教師等の在り方（兼職兼業等） 

４ 施設の確保 ・学校施設の利用・管理（鍵の管理等） 

５ 大会の在り方 ・参加資格の見直し 

・大会引率や運営に係る教師の負担の軽減 

６ 費用負担(指導者の 

謝金、運営費、保険) 

・保護者等の理解 

・経済的に困窮する家庭の生徒への支援 

７ 危機管理（安全確保等） ・緊急時の連絡体制（個人情報の扱い） 
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の
実
証
研
究

【
主
な
取
組
み
事
項
】
・
運
営
主
体
の
確
保
・
人
材
の
確
保
・
兼
職
兼
業
の
体
制
整
備
・財
源
の
確
保
・
ス
ポ
ー
ツ
担
当
部
局
等
と
の
連
携
・
学
校
体
育
施
設
等
の
活
用
等

【
主
な
取
組
み
事
項
】
・
方
向
性
の
確
認
・
学
校
で
の
部
活
動
の
明
確
化
・指
導
者
や
活
動
の
場
の
確
保
・
市
立
中
学
校
と
の
連
携
・
高
校
と
の
連
携
等

各
校
に
よ
る
連
絡
会
（適
宜
開
催
）

第 ２ 回 県 立 中 学 校 等 連 絡 会

第 １ 回 県 立 中 学 校 等 連 絡 会

第 １ 回 実 証 研 究 連 絡 会

第 ２ 回 実 証 研 究 連 絡 会

第 ３ 回 実 証 研 究 連 絡 会

随
時
、
拠
点
校
及
び
市
町
村
の
支
援

モ
デ
ル
校
で
の
実
証
研
究

【
主
な
取
組
み
事
項
】
・
運
営
主
体
の
確
保
・
人
材
の
確
保
・
兼
職
兼
業
の
体
制
整
備
・財
源
の
確
保
・
ス
ポ
ー
ツ
担
当
部
局
等
と
の
連
携
・
学
校
体
育
施
設
等
の
活
用
等

【
主
な
取
組
み
事
項
】
・
方
向
性
の
確
認
・
学
校
で
の
部
活
動
の
明
確
化
・指
導
者
や
活
動
の
場
の
確
保
・
市
立
中
学
校
と
の
連
携
・
高
校
と
の
連
携
等

各
校
に
よ
る
連
絡
会
（適
宜
開
催
）

協
議
会

を
通

し
て
、

可
能

な
種
目

か
ら
随
時
、
地
域
ク
ラ
ブ

の
立
ち

上
げ

や
総
合

型
地

域
ス
ポ
ー

ツ
ク
ラ
ブ

で
の
中
学
生

の
受
け

入
れ

を
行
う
。

４ 市 町 へ 訪 問

４ 市 町 ・ 県 立 中 等 へ

訪 問 予 定

４ 市 町 ・ 県 立 中 等 へ

訪 問 予 定
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【事業説明②】 

スポーツ庁・文化庁の委託事業「部活動の地域移行等に向けた実証事業」 

 

１ 事業概要 

休日の部活動の地域移行について、地域の実情を踏まえ、関係者との連絡調整・指導助言等の

体制や指導者の確保、費用負担の在り方など、地域におけるスポーツ・文化芸術環境の整備充実

に向けた課題に総合的に取り組むために、全国各地の拠点校（地域）において実証事業を実施す

る。 

 

２ 県予算 

  運動部（スポーツ庁）関係 9,245,697 円 

  文化部（文化庁）関係   1,414,300 円 

 

３ スキーム 

 

 

 

 

 

 

４ 必須の取り組み内容 

〇関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備 

・関係団体・市区町村等との連絡調整等に関する取組 

・コーディネーターに関する取組 

・運営団体・実施主体の体制整備や質の確保に関する取組 

・責任の主体の明確化に関する取組 

 

〇指導者の質の保障・量の確保 

・人材の発掘・マッチング・配置に関する取組 

・研修、資格取得促進に関する取組 

・安全・安心な活動の実施に関する取組 

・平日・休日の一貫指導に関する取組 

 

〇関係団体・分野との連携強化 

・体育・スポーツ協会、競技団体、文化芸術団体、文化施設・教育施設、大学、企業等との連

携に関する取組 

・地域公共交通との連携に関する取組 

・まちづくりとの連携に関する取組 

 

〇参加費用負担の支援等 

・困窮世帯への支援に関する取組 

・費用負担の在り方に関する取組 
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５ 留意事項 

・ 「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」（令和４

年１２月スポーツ庁・文化庁）の内容を十分踏まえること。 

・ 地域クラブ活動の実施・運営に当たっては、活動に必要な経費と財源を明らかにした上で、

受益者負担を求めたり、行政や関係団体の自主財源から支出したりするなど、次年度以降も

地域において持続的に活動することを前提とした仕組みを構築すること。このため、地域ク

ラブ活動に必要な経費の全てを国費で賄うことは認められない。 

・ 活動形態として、活動場所や参加生徒、指導者などが学校部活動における活動と同一である

場合も想定されるが、活動の主体・責任は、学校以外の主体が担っていることを明確化し、生

徒や保護者、学校関係者のほか、スポーツ・文化芸術団体等の関係者が正しく認識した上で

実施すること。 
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実証事業 実施市町村 令和５年度当初計画一覧表 

 

 玉野市 備前市 和気町 早島町 

対象中学校 ７中学校 

1,152 名 

５中学校 

603 名 

２中学校 

262 名 

１中学校 

378 名 

対象活動 

 

学校部活動 

 

陸上部、野球部、吹

奏楽部 

陸上競技部、サッカ

ー部、剣道部、アー

チェリー部、ゆるス

ポ、吹奏楽部 

野球部、ソフトテニ

ス部、陸上競技部、

武道（剣道）部、卓

球部、吹奏楽部（同

好会） 

軟式野球部、ソフト

テニス部、剣道部、 

卓球部、サッカー

部、バレーボール

部、バスケットボー

ル部、吹奏楽部 

 

 

地域クラブ活動 

陸上、野球、吹奏楽、

自転車、ボルダリン

グ 

運動（詳細未定）、

ゆるスポ、吹奏楽 

野球、ソフトテニ

ス、陸上競技、卓球、

ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ、吹奏楽、

剣道 

軟式野球、ソフトテ

ニス、剣道、卓球、

サッカー、バレーボ

ール、バスケットボ

ール、ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ、少

林寺、吹奏楽 

地域移行の形態 合同部活動→拠点

校方式 

合同部活動→拠点

校方式 

部活動指導員→指

導者派遣方式＋総

合型地域 SC 

部活動指導員→指

導者派遣方式 

活動場所の確保 学校施設、公民館 学校施設、社会体育

施設 

学校施設、文化ホー

ル、公民館 

学校施設、社会体育

施設、文化ホール 

生徒移動手段の検

討 

各自、バス、保護者 各自、バス 各自、バス 各自 

持続可能な運営に

向けた検討 

スポンサー募集 

受益者負担 

市費でコーディネ

ーター配置 

受益者負担 

受益者負担 

総合型地域 SC への

委託 

受益者負担 

地域移行までの工程 

フェーズ１ 
 

・アンケート調査 

 

・ゆるスポ教室の開催 ・団体等と個別協議 

 

・アンケート調査 

地域移行までの工程 

フェーズ２ 

 

・保険会社との提携 

・生徒輸送手段の確保 

 

 

 

・クラブに部活動未設

置の活動設置 

・施設開放の条例の検

討 

地域移行までの工程 

フェーズ３ 

 

・町おこしとしてのPR 

・クラブ連絡ツールの

運用開始 

 

・一部平日の地域移行 

・ニーズに合わせた地

域クラブ活動の種目・

分野の検討 

・平日も含めて地域移

行 

地域移行までの工程 

フェーズ４ 

 

・地域クラブセンター

による運営 
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（玉野市） 部活動の地域移行等に向けた実証事業 令和５年度当初計画 

 

１ 対象校・活動 

〇対象中学校 

対象中学校数 対象中学校の生徒総数（R5.5.1） 

７校 １，１５２名 

 

〇対象活動 

 

 

 

 

 

  ④自転車    ⑤ボルダリング      ④       ⑤ 

 

２ 関係団体・組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 運営形態 

 市区町村運営型（任意団体設立型） 

学校部活動 

①陸上部  

②野球部 

③吹奏楽部 

実施団体 

① 

② 

③   バンド 
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４ 令和５年度の国委託費以外の収入 

 保険料の保護者負担 

 

５ 地域移行までの工程 

フェーズ１ 

・教員・保護者・生徒へのアンケート調査 

・関係団体・機関との連携・協力 

・地域移行協議会の設置 

・現状把握と課題の整理 

・地域移行の在り方の方向性の検討 

・予算確保    

実態把握と方向性検討 

令和５年３月完了 

 

 

フェーズ２ 

・本事業名の仮決定 ・会場確保・生徒輸送手段の確保 

・対象中学校、対象部活動の選定 

・教員・保護者・生徒への説明 

・希望する教員の兼職兼業の許可 

・受益者負担の検討  ・保険会社との提携 

・指導者の配置、休日の部活動の地域クラブ活動の開始 

休日の地域クラブ活動 

令和６年３月完了予定 

 

 

フェーズ３ 

・スポンサーを募り継続的な運営経費の確保 

・町おこしとしての PR（イメージキャラクター：弁理士） 

・一部平日活動開始 

・活動の種目・分野の検討 

・クラブ連絡ツールの運用開始 
一部平日の地域クラブ活動 

令和７年３月完了予定 

 

 

６ 担当部署（問合せ先） 

バス輸送、地域クラブ連絡システムの開発 公共施設交通政策課（0863-32-5547） 

まちづくりについて 総合政策課（0863-32-5505） 

学校部活動、教員の兼職兼業について 教育委員会学校教育課（0863-32-5575） 

社会教育団体、公民館について、施設の減免につ

いて、保険会社について、その他 

教育委員会社会教育課（0863-32-5577） 

 

フェーズ４ 

・生徒への活動連絡、学校と指導者との連携手段確立。 

・地域クラブセンターの単独運営 

・クラブ連絡ツールの確立 

・財源の確保（受益者負担の軽減を念頭） 

・円滑な活動の確保 
地域クラブ活動への完全移行 

令和７年４月目標 
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７ 玉野市の部活動（R4 末） 

中学校名 スポーツ（人数） 文化（人数） 

宇野中 軟式野球：２７ 

陸上競技：２３ 

ソフトテニス：３７ 

バレーボール（女子）：１９ 

バスケットボール：４８ 

卓球：３１ 

剣道：８ 

サッカー：１５ 

吹奏楽：２７ 

美術：２９ 

茶道：６ 

玉中 陸上競技：１２ 

ソフトテニス：３１ 

バレーボール（女子）：１３ 

バスケットボール（男子）：２４ 

卓球：１１ 

吹奏楽：５ 

美術：１１ 

ボランティア：６ 

日比中 ソフトテニス（女子）：２０ 

バレーボール（男子）：９ 

バスケットボール（男子）：２１ 

卓球：３０ 

吹奏楽：１８ 

 

山田中 軟式野球：２ 

ソフトテニス：１４ 

バレーボール（女子）：３ 

卓球：１８ 

総合文化：６ 

荘内中 軟式野球：３ 

陸上競技：２０ 

ソフトテニス：４０ 

バレーボール（女子）：１１ 

バスケットボール：４０ 

卓球：１２ 

サッカー：８ 

吹奏楽：１６ 

美術：２２ 

デジタル活用：３６  

八浜中 軟式野球：５ 

陸上競技：３９ 

ソフトテニス：２２ 

バレーボール（女子）：６ 

卓球：２４ 

総合文化：１３ 

東児中 軟式野球：７ 

ソフトテニス：１８ 

バレーボール（女子）：１１ 卓球：２３ 
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（備前市） 部活動の地域移行等に向けた実証事業 令和５年度当初計画 

 

１ 対象校・活動 

〇対象中学校 

対象中学校数 対象中学校の生徒総数（R5.5.1） 

５校 603 名 

 

〇対象活動 

 

 

 

 

 

 

２ 関係団体・組織図 

 

 
 

 

３ 運営形態 

    地域団体運営型 

 

４ 令和５年度の国委託費以外の収入 

   コーディネーター配置を市費で負担 

    

行政サイド 地域団体サイド

地域移行課  地域スポーツクラブ

 部活動の地域移行を推進、生徒輸送バスの調整  市スポーツ協会

小中一貫教育課  市文化協会

 兼職兼業の許可、教員、保護者、生徒への説明

スポーツ振興課  指導者登録

 学校施設の開放  指導者派遣

生徒輸送用バス、各自      

生徒

各会場（中学校、競技場等）

 参加、会費負担

学校部活動 

陸上競技部、サッカー部、剣道部、 

アーチェリー部、吹奏楽部、 

ゆるスポ、 

地域クラブ活動 

総合型地域スポーツクラブ（運動） 

スポーツ少年団（運動） 

環太平洋大学（ゆるスポ） 

備前ブラスバンドクラブ（吹奏楽） 
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５ 地域移行までの工程 

フェーズ１ 

・ 関係団体・機関との連携・協力 

・ 地域移行検討会議の開催 

・ 現状把握と課題の整理 

・ 地域移行の在り方の方向性の検討 

・ 予算確保、対象部活動の選定 

・ ゆるスポ教室の開催 

実態把握と方向性検討 

令和５年３月完了 

 

 

フェーズ２ 

・ 会場確保・生徒輸送手段の確保 

・ 教員・保護者・生徒への説明 

・ 希望する教員の兼職兼業の許可（労基法適用？） 

・ 受益者負担の検討 

・ 指導者の募集、登録 

・ 休日の部活動の地域クラブ活動の開始 

休日の地域クラブ活動 

令和６年３月完了予定 

 

 

フェーズ３ 

・ 一部平日の地域クラブ活動への移行を検討 

 

一部平日の地域クラブ活動 

令和７年度末目安 

 

 

６ 担当部署（問合せ先） 

   バス輸送について           …地域移行課（0869-64-1894） 

   学校部活動、教員の兼職兼業について  …小中一貫教育課（0869-64-1840） 

   施設の減免について               …スポーツ振興課（0869-63-3813） 

 

フェーズ４ 

・ 未定 

地域クラブ活動への完全移行 

未定 
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（早島町） 部活動の地域移行等に向けた実証事業 令和５年度当初計画 

 

１ 対象校・活動 

〇対象中学校 

対象中学校数 対象中学校の生徒総数（R5.5.1） 

１校 ３７８名 

 

〇対象活動 

 

 

 

 

 

 

２ 関係団体・組織図 

 

 

 

 

 

学校部活動 

軟式野球部、ソフトテニス部、剣道部、 

卓球部、サッカー部、バレーボール部、 

バスケットボール部、吹奏楽部 

地域クラブ活動 

総合型地域スポーツクラブ 

（左記の運動部活動）、吹奏楽 

スポーツ少年団（ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ、少林寺） 
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３ 運営形態 

 市区町村運営型、総合型地域スポーツクラブ運営型、民間団体運営型を検討中 

 

４ 令和５年度の国委託費以外の収入 

 保険料の保護者負担 

 

５ 地域移行までの工程 

フェーズ１ 

・ 教員・保護者・生徒へのアンケート調査 

・ 関係団体・機関との連携・協力 

・ 現状把握と課題の整理 

・ 地域移行の在り方の方向性の検討 

・ 予算確保 

・ 対象中学校、対象部活動の選定 

・ 教員への説明 

・  

実態把握と方向性検討 

令和５年３月完了 

 

 

フェーズ２ 

・ 地域移行協議会の設置 

・ 教員・保護者・生徒への説明 

・ 希望する教員の兼職兼業の許可 

・ 受益者負担の検討 

・ 一部休日の部活動の地域クラブ活動の開始 

・ ニーズに合わせた地域クラブ活動の種目・分野の検討 

・ 施設開放の条例の検討 

休日の地域クラブ活動 

令和６年３月完了予定 

 

 

６ 担当部署（問合せ先） 

  学校部活動、教員の兼職兼業について  …学校教育課（086-483-2211） 

  社会教育団体、公民館について     …生涯学習課（086-482-1511） 

 

フェーズ３ 

・ 平日・休日の地域クラブ活動への移行 

地域クラブ活動への完全移行 

令和６年度中に 
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（和気町） 部活動の地域移行等に向けた実証事業 令和５年度当初計画 

１ 対象校・活動 

〇対象中学校 

対象中学校数 対象中学校の生徒総数（R5.5.1） 

２校 262 名 

〇対象活動 

 

 

 

 

 

２ 関係団体・組織図 

３ 運営形態 

 総合型地域スポーツクラブ運営型、スポーツ少年団運営型 

 

４ 令和５年度の国委託費以外の収入 

 総合型スポーツ和気クラブ、スポーツ少年団への中学生参加費（保護者負担） 

学校部活動 

野球部、ソフトテニス部、陸上競

技部、武道（剣道）部、卓球部、 

、吹奏楽部（吹奏楽同好会） 

地域クラブ活動 

総合型スポーツ和気クラブ 

（野球、ソフトテニス、陸上競技、卓

球、バドミントン、吹奏楽） 

和気町スポーツ少年団（剣道） 
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５ 地域移行までの工程 

フェーズ１ 

・ 部活動の地域移行に向けた検討委員会設置 

・ 関係団体・機関との連携・協力 

・ 現状把握と課題の整理 

・ 受け皿となる団体及び指導者と中学校長、部活動顧問と

の個別協議 

・ 予算確保 

実態把握と方向性検討 

令和５年３月完了 

 

フェーズ２ 

・ 対象部活動の選定 

・ 対象部活動とクラブとの連携（クラブ指導者を部活動指

導員として学校部活動へ派遣） 

・ 保護者・生徒への説明（クラブの活動周知チラシ配付） 

・ クラブに部活動未設置スポーツ（バドミントン）設置 

・ 部活動設置活動（吹奏楽）の受け皿設置 

・ 生徒輸送手段の確保に向けた検討 

・ 受益者負担の検討 

・ 休日の部活動の地域クラブ活動の開始 

休日の地域クラブ活動開始 

令和６年３月完了予定 
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フェーズ３ 

・ 休日部活動の地域への完全移行（Ｒ５年度入学生徒が中

３になるタイミング） 

・ 継続的な運営経費の確保 

・ 一部平日の部活動の地域クラブ活動への移行 

・ ニーズに合わせた地域クラブ活動の種目・分野の検討 
休日部活動の地域への完全

移行 

令和 6 年度末目安 

 

６ 担当部署（問合せ先） 

 部活動の地域移行全体計画、学校部活動関係 

  …学校教育課（0869-88-1115） 

 総合型スポーツ和気クラブ、スポーツ少年団関係 

…社会教育課スポーツ振興係（0869-93-3592） 

町文化連盟、公民館関係     …和気町中央公民館（0869-93-1237） 

社会教育課（0869-88-9110） 

町営バス運行関係        …総務課危機管理室（0869-93-1123） 

 指導員確保関係（移住者等への啓発）  

…まち経営課移住推進室（0869-92-4633） 

フェーズ４ 

・ 生徒は、学校の授業終了後、学校施設を開放した地域

クラブ活動に参加するか、地域の施設等での地域クラ

ブ活動に参加 

・ 生徒は、町営バスか、自転車で活動場所に移動 

・ 生徒は（保護者）は参加費を払い、活動に参加 

・ 地域住民等は報酬を得て、参加者に対する指導を実施 

平日も含めた部活動の地域へ

の完全移行 

未定 （Ｒ） 
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「部活動の地域移行」推進事業 地域移行支援アドバイザー派遣実施要項 

 
１ 目的 

  学校部活動における休日の部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行（以

下「地域移行」という。）に向け、地域人材の確保や費用負担の在り方、運営

団体の確保などの課題に総合的に取り組むため、地域移行支援アドバイザー

（以下「アドバイザー」という。）を委嘱し、市町村及び研究拠点校における

地域移行を実現するための方策の検討や課題解決に向けた取組を支援する。 
 
２ アドバイザーの業務について 

（１）派遣による支援 
  ア 市町村等からの派遣依頼を受け、市町村主催の協議・検討会に参加し、 

各種課題の解決方策や地域の実情に応じた地域移行の進め方等について 
助言する。 

  イ 市町村からの派遣依頼の有無にかかわらず、必要に応じ、市町村を支援 
する。 

（２）実証研究連絡会への参画 
  ア 県教委が主催する連絡会に参加し、国の動向や拠点校における優れた 

取組成果を地域に展開し、全市町村において取組を促進する。 
  イ 地域の関係団体との連携の推進について助言する。 
（３）その他、地域移行の推進に係る業務 
 
３ 上記２（１）の派遣方法等について 

（１）派遣対象 
市町村等単位（上限３回程度） 

（２）アドバイザーの活動回数 
原則、年間一人１０回程度 

（３）派遣手続 
ア 実施前 

    ・ 派遣を希望する市町村は、派遣希望日の１ヶ月以上前までに「派遣 
希望日時（複数日が望ましい）」、「内容」について保健体育課へ連絡す

る。（電話連絡可） 
・ 保健体育課は、アドバイザーとの調整後、派遣可能日時を派遣希望

する市町村へ連絡する。 
・ 派遣が可能な場合、市町村は派遣申請書（様式１）を作成し、保健 
体育課へ提出する。 

  イ 実施後 
    ・ 市町村は、実施後１ヶ月以内に、実施報告書（様式２）を保健体育

課へ提出する。 
（４）その他 

・ 「様式１」及び「様式２」については、県保健体育課ＨＰからダウ 
ンロードする。 
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４ 経費について 

・ 上記２のアドバイザーの業務に要する謝金及び旅費については、県教委 
の負担とする。 

  ・ 謝金単価は、１日当たり 11,500 円とする。 
  ・ 旅費は、岡山県職員等の旅費に関する条例により算出された額とする。 
  ・ 上記２（１）の業務に要する謝金及び旅費については、実績報告書（様 

式２）等に基づき、アドバイザーに支払う。 
 
５ アドバイザーの委嘱について 

（１）大学教授等、学校体育及び地域スポーツ・文化芸術に知見を有する者のう

ちから、県教委が適当と認める者をアドバイザーとして６名程度委嘱す

る。 
（２）委嘱は、県教委が委嘱状を交付して行う。 
（３）委嘱期間は、委嘱した日から、令和６年３月８日までとする。 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 
地域移行支援アドバイザー名簿 
氏  名 役  職 

髙岡 敦史 岡山大学大学院教育学研究科准教授 

三宅 厚自 きよねスポーツくらぶゼネラルマネージャー 

向井  彰 倉敷市スポーツ推進委員 

白井 福美 玉野市スポーツ推進委員 

松下  誠 しらうめスポーツクラブ事務局次長/クラブマネージャー 

長尾 政則 真庭市スポーツ推進委員 

 

 

【本件担当】 

 岡山県教育庁保健体育課 学校体育班 

 指導主事（主幹）宮崎 准二 

  E-mail:jiyunji_miyazaki@pref.okayama.lg.jp  TEL:086-226-7592 
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